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小児生活習慣病予防健診の未来

小児生活習慣病予防健診の全国実態調査

宮崎あゆみ（JCHO高岡ふしき病院小児科）

Ⅰ．はじめに

日本では高度経済成長期に，飽食や生活スタイルの
変化から肥満児が急増した。その状況を打開すべく，
1980年頃からいくつかの地域で肥満児検診，小児成
人病検診などによる子ども達への積極的介入が始まっ
た。それらの成果の現れか，肥満児割合は 2000年頃
をピークに近年は減少傾向がみられていたが１），昨今
のコロナ禍において再び増加に転じており，対策の強
化が喫緊の課題となっている。肥満児検診等は，現在
では小児生活習慣病予防健診と名前を変え，全国各地
で実施されている。しかしその多くが地方自治体主催
であり，情報共有も限られ，実態は定かでない。
今回は，小児生活習慣病予防健診の実際を紹介する
とともに，健診に関与することが多い全国郡市区医師
会にアンケート調査を行ってその実態把握を試みたの
で，その結果を報告し，これからの健診のあり方を提
言したい。

Ⅱ．小児生活習慣病予防健診の実際と成果

筆者の地元，富山県高岡市では 1994年から小児生
活習慣病予防健診（たかおかキッズ健診）がスタート
した。現在では全市の小 4，中 1を対象に年間約 3,000
人規模で実施され，受診率は 90%以上を維持してい
る。市教育委員会から委託された市医師会が健診を実
施し，結果は医師会から保護者に通知される。健診異

常者は市内の医療機関で二次検診を受けるが，その結
果は医師会にもフィードバックされる。健診のマニュ
アルは保護者，学校関係者，教育委員会，医師会代表
からなる小児生活習慣病予防対策協議会で作成されて
おり，毎年の健診の総括も同会で行われる。市内医療
機関における二次検診では，脂質異常や肥満，耐糖能
異常などに関する精密検査を実施した上で，必要な指
導，経過観察，治療を行っている。また，健診事後指
導の一環として，希望親子を対象に，教育委員会と医
師会共同で講演会および個別相談会を開催している。
小児生活習慣病予防健診継続の成果を検証するため，

当市が現在の規模となった 2006年度以降の健診経過
を振り返った。その結果，2015年頃までは小 4，中 1
いずれの学年性別においても，肥満児，高 non-HDL
コレステロール児割合の減少傾向が認められた。しか
し，おそらく電子メディアの急激な普及や近年のコロ
ナ禍により再び肥満児の増加傾向が認められ，子ども
達の活動量減少による健康への悪影響が懸念されてい
る（図 1）。
なお，この健診は特定の学年全員を対象に行われて

いることより，無症状の家族性高コレステロール血症
や糖尿病の子ども達の抽出にも大きな役割を果たして
いる２，３）。2013～2015年度小学校 4年生 4018名の non-
HDLコレステロール値と肥満度との関係をみたとこ
ろ，non-HDLコレステロール値 200mg/dL以上の外
れ値を示す児童は肥満度に関わらず 0.38%存在し，そ
の多くに家族性高コレステロール血症（FH）もしく
は疑いがあることがわかってきた。この健診が FHに
関するユニバーサルスクリーニングの機能を果たして
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図 1　高岡市小児生活習慣病予防健診における肥満児割合の推移

図2　高岡市小児生活習慣病予防健診2013～2015年度小学校4年生4018名の肥満度とnon-
HDL コレステロール値との関係における家族性高コレステロール血症のユニバーサ
ルスクリーニング

いるといえる４）（図 2）。

Ⅲ．全国における小児生活習慣病予防健診の実態

全国の 815郡市区医師会を調査対象として，2019
年 5月に小児生活習慣病予防健診に関するアンケート
調査を実施した５）。アンケートでは，地元自治体にお
ける健診実施の有無を質問し，実施している場合には，
健診への医師会の関わりの有無や実施のための財源
（主催），健診の開始年度・対象学年・受診率・健診場
所・健診内容（採血項目含む）・精密検査抽出基準・
健診事後指導事業の有無と内容などへの回答を求めた。
さらに健診実施要項や健診結果に関し，公表可能であ

れば資料提供を依頼した。
全国 815郡市区医師会のうち 492医師会から回答が
あり，回収率は 60.4%であった。そのうち 127医師会
（25.8%）の地元自治体（122市・7区・47町・18村）
で小児生活習慣病予防健診を実施しているとの回答が
あった。最終的に重複を除く 123の健診に関し集計を
行った。
健診実施の主体は 105（85.4%）が地方自治体であっ

た。自治体は，ほとんどが市区町村単位の実施であり，
部署まで記載のあったもののほとんどが教育委員会と
その関連部署であった。健診の 79（64.2%）において，
主催や自治体からの委託，もしくは，共催の形で医師
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図 3　全国の小児生活習慣病予防健診のスタイルと実施場所
a．スタイルの内訳　b．肥満児健診の実施場所　c．全員健診の実施場所

会の関与があった。
健診のスタイルとしては，対象学年の 70%以上の
児童生徒が受診する健診（全員健診）が 62（50.4%），
70%未満の一部希望者のみ（一部健診）が 21（17.1%），
肥満児のみ抽出して実施する健診（肥満児健診）が 28
（22.8%）であった。健診の実施場所としては，全員健
診のほとんどが学校現場で採血を含めたすべてを行っ
ていたのに対し，肥満児健診では公的機関や医療機関
など学校以外の場で実施されており，医療機関受診の
上で医療保険が使われているものも多かった（図 3）。
健診の内容に関しては，肥満度の算出は 109（88.6%），
血圧測定は 85（69.1%），腹囲計測は 50（40.7%），生
活習慣等の調査は 58（47.2%），採血は 114（92.7%）で
実施されていた。
全員健診と一部健診における精密検査（二次検診）
への抽出基準に関し，資料提供が得られた計 41健診
での集計を行った。肥満度に関しては，高度肥満の
50%以上を基準としているものが最多であった。収
縮期血圧に関しては，中学男子以外では収縮期 135
mmHg，収縮期血圧 80mmHgが最多であったが，か
なり幅があった。日本小児の血圧値に関しては報告が
少ないが，菊池らの血圧健診に基づく報告が参考にな
る６）。脂質に関しては，LDLコレステロール 140mg/dL
と Okadaら７）の小児脂質異常基準に準じたものが最多
であり，筆者ら８）や Abeら９）の提唱する non-HDLコレ
ステロールを用いているものも散見された。中性脂肪
は 120～280mg/dLと幅が大きく，食後基準を設けて
いるものもあった（図 4）。
健診後，結果通知や二次検診勧奨のみを行っている
ものは 57（46.3%）であり，学校や自治体，医師会等
が個別指導や集団指導を行っているものが 55（44.7%）
であった。学校医が健診現場への立ち会い，講義，事

後指導，二次検診などで関与しているものは 74
（60.2%）であった。
これらの調査の結果，小児生活習慣病予防健診は未

だ学校保健安全法への規定がないため，地方自治体の
財源でその地方の医師会と共同で自主的に実施してい
ることが多く，実施率も低い実態が明らかとなった。
健診のスタイルは，学校現場での対象学年全員健診が
約半数を占め肥満児対象の健診は 2割であったが，い
ずれのスタイルにもメリット，デメリットのあること
が指摘されている１０）。全員健診は子どもの全体像が把
握可能で，かつ非肥満児からも血圧や脂質値等の異常
者抽出可能なこと（ユニバーサルスクリーニング）な
どメリットが大きい反面，学校，特に養護教諭等の負
担増大や医療安全確保の困難さなどのデメリットがあ
る。一方肥満児健診は，小児肥満症やメタボリックシ
ンドロームの抽出には効率的である上，そのほとんど
が医療機関で行われて一部には医療保険が使われてお
り，学校や自治体の人的，時間的，財政的負担は少な
い。しかし，非肥満児からの異常者抽出の機会とはな
りえない。さらに，この調査では，健診の内容（検査
項目・精密検査基準等）に関しても各地さまざまであ
ることがわかり，全国での標準化を図るためには，ま
ず，各地のデータの共有化を進めて小児のエビデンス
を明確にする必要があると考える。どのようなスタイ
ルや内容でこの健診を行うべきかが今後の検討課題で
あろう。

Ⅳ．小児生活習慣病予防健診のこれからへの提言

生活習慣病予防は成人からの対応では遅きに失し，
成育サイクルの中で，胎児期やそれ以前からの介入の
必要性が共通認識となりつつある（図 5）。小児生活
習慣病予防健診は子ども達が自ら健康を考える力をつ
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図 4　全国の小児生活習慣病予防健診における精密検査抽出基準
TC；総コレステロール，LDL-C；LDLコレステロール，non-HDL-C；non-HDLコレステロール，
TG；トリグリセリド

図 5　小児生活習慣病予防健診と先制医療サイクル

けるための要であり，健康教育の一環かつ疾患のユニ
バーサルスクリーニングの機会として重要である。成
育基本法が成立し，こども家庭庁の設置が決まった今
日，この健診が早期に学校保健安全法に規定され，全
国一律の実施となることを望む。今回の全国実態調査
がその流れに一石を投ずるものとなれば幸いである。
加えて，子ども達ひとりひとりの健康情報に関しては，
現状では乳幼児期は保健部局，学童期は教育委員会と
連続性に欠けており，それらを含めすべての個人の健
康情報が生涯にわたって時系列的に管理，活用できる

ように，パーソナルヘルスレコードのシステムを構築
することが喫緊の課題と考える。
小児生活習慣病予防健診は，「将来起こりそうな疾

病を発症する前に予測して介入，予防する」という「先
制医療」の考え方にまさに合致する。「成育サイクル」
はすなわち「先制医療サイクル」である。子ども達の
ため，ひいては家族を含めた社会全体の健康維持増進
のために，このサイクルを回し続けることが，我々小
児科医をはじめ関係各位の責務ではないであろうか。
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新潟県新潟市および見附市の小児生活習慣病予防健診
の実際

小川洋平（新潟大学医歯学総合病院小児科）

Ⅰ．はじめに

小児生活習慣病予防健診の主な目的は，「受診者（小
児）が，健診を受けることを契機に，肥満，脂質異常

症，高血圧，2型糖尿病などに関する自分自身の危険
因子の状態を知り，日常生活を見直し，健全な生活習
慣を体得し，将来の生活習慣病の発症を予防すること」
であり，健診は「貴重な健康教育の場」である。
小児生活習慣病予防健診（以下，本健診）は各地で

実施されている一方，現時点では学校保健安全法に含
まれていない。このため心臓検診や学校検尿（腎臓検
診・糖尿病検診）などと異なり，実施の有無やその内
容は各自治体に任されており，統一されていない現状
がある。新潟県臨床検査センター協議会が 2014年に
実施した調査によると，本健診は新潟県内全 30市町
村のうちの約半数でしか行われておらず，また，その
内容（対象・健診項目・事後指導体制など）は，各自
治体によりさまざまであったと報告されている１）。
筆者は新潟県内の 2都市，新潟市と見附市の健診に
関わっている。新潟市は県庁所在地であり政令指定都
市でもある。総人口は新潟県内の自治体のうち最も多
く 77万人程度，うち 15歳未満人口が 9万人程度，小
学校/中学校数は 108/63校（特別支援学校含む）であ
る。一方，見附市は新潟県のほぼ中央に位置し，総人
口は 4万人程度，うち 15歳未満人口が 4千人程度，小
学校/中学校数は 9/5校（特別支援学校含む）である。
このように，人口規模などに差異を認める 2つの自治
体は本健診をどのように実施しているのか。特徴，工
夫を中心に紹介する。

Ⅱ．健診の実際

〇新潟市の健診～新潟市児童生徒の生活習慣病健診～２～５）

「新潟市児童生徒の生活習慣病予防事業」の一環と
して実施されている。モデル事業として 2000年度か
ら開始され，現在は新潟市教育委員会保健給食課が事
務局となり，新潟市医師会，新潟市小児科医会，新潟
市学校保健会，新潟大学小児科，新潟市健康福祉課，
小中学校，検査委託機関などが協力している。
対象は，小学 4年生と中学 1年生の希望者であり，

受診者費用負担額は 1,000円である。各学校を通じて
各家庭に案内をし，7月下旬から 8月上旬にかけて，
健診センター，公共施設，商業施設内ホールなどを使
用して延べ 20会場で開催される。検査項目は，家族
歴，肥満度，腹囲，血圧，脈拍，HDLコレステロー
ル，LDLコレステロールである。各会場では，待ち
時間を利用して保健師や管理栄養士，医学生による生
活習慣病や食育に関するミニレクチャーが実施されて
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